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災害時要配慮者対策について

エネルギー対応について

子育て支援に関する住宅施策について

防災行政について

米軍横田基地について

▲外国人向け動画「福生市生活ガイド」の一場面

▲デマンド監視装置

▲東京都子育て支援住宅認定マーク

　質問　外国人が円滑かつ迅速に避
難するため外国人地域防災リーダー
の育成を図るべきだが、所見を伺う。
　市長　約60の国籍がある外国人を
地域防災リーダーとして育成するこ
とは非常に困難であることから、多
言語併記の防災マップの配布に加え、
外国人向けの動画や対話型ＡＩ翻訳

　質問　本市の庁舎や施設等につい
て、電力需給のひっ迫状況において
どのように節電を推進されたか伺う。
　市長　施設利用者や業務に当たる
職員等に影響が生じない範囲で、照
明、空調設備、ＯＡ機器の節電に努
めた。市庁舎の空調設備は電力の使
用状況をデマンド監視装置で集中監

　質問　少子化が進んでいる今、子
育て支援のソフト面が充実していた
としても、ハード面である住宅を多
く供給することが非常に大切だ。子
育て支援住宅整備助成事業は、本市
独自の基準に基づいて認定するもの
であり、子育て世代に配慮した住宅
の供給促進を図ることを目的として

　質問　近年の避難所運営連絡会の
開催状況や管理責任者の役割、女性
の視点での避難所運営について伺う。
　市長　令和２年度は開催を見送り、
３年度は総合防災訓練後に参加者に
限り出席、４年度は総合防災訓練前
に全体会を開催予定。避難所管理責
任者の役割は、各避難所の避難者の

　質問　ＣＶ－22オスプレイが当面
の間、地上待機となったことについ
て、防衛省や米軍からの事前の情報
提供の有無や現在の情報等について
伺う。
　市長　８月18日夕方に防衛省北関
東防衛局から情報提供があり、翌19
日に北関東防衛局の企画部長が来庁

機などを活用するとともに、外国人
が参加した町会等による防災講話の
事例などを参考に研究していきたい。
学童クラブ事業について
　質問　本市において民間事業者に
学童クラブの運営を委ねることにな
った経緯とその考え方を伺う。
　市長　50年以上前に福生市社会

視し、電力使用を抑制する運用を行
っている。今後も東京電力管内の電
力需給ひっ迫注意報等の発令を注視
しながら、節電を推進する。
　質問　令和４年６月に、市庁舎周
辺で実際に停電が発生したが、庁舎
における停電時の対応について伺う。
　市長　市庁舎では停電後速やかに

おり、将来に大きな期待が持てるが、
事業の内容の詳細を伺う。
　市長　子育て支援住宅整備助成事
業は、子育て世帯に配慮した住宅の
供給促進を図ることを目的に、東京
都子育て支援住宅の認定を受けた賃
貸集合住宅を新たに整備する場合に、
共同施設等の整備に要する費用の一

受入れ状況の管理や防災備品、食料
や生活用品等の管理、防火安全対策
で、災害対策本部や他の活動班等と
の連絡調整も想定している。女性の
視点での避難所運営は、一部避難所
で女性専用の物干しスペースを設置
するなど、随時意見を反映している。
　質問　防災家族会議とは災害発生

し、説明を受けた。８月24日に、米
海兵隊、米海軍や陸上自衛隊が同様
の措置をとっていない理由について
続報として情報提供があった。
ジェンダー平等な福生市を推進する
ことについて
　質問　困難な問題を抱える女性へ
の支援に関する法律が５月に成立し

福祉協議会に委託したのが始まりで、
その後、学童クラブのニーズの高ま
りや指定管理者制度の導入といった
制度上の変化等もあり、社会福祉協
議会以外の民間事業者にも運営を委
ねるようになった。今後も多様な担
い手の力を積極的に活用し、より質
の高い学童クラブの運営を推進する。

非常時用自家発電設備を稼働し、非
常用電源系統につながるパソコンや
電話機等のＯＡ機器を使用して窓口
業務等を継続した。停電復旧に約１
時間20分を要したが、大きなトラブ
ルの発生はなかった。今回の停電対
応で得られた情報や経験等を今後に
生かし、不測の事態に備えたい。

部を本市が助成する事業である。助
成制度の主な要件は、東京都子育て
支援住宅の設計認定を受けた住宅で
あること、新築賃貸集合住宅である
こと、住戸専用面積が60平方メート
ル以上であること、市税を滞納して
いないこと等で、助成の上限額が
200万円となっている。

時を想定した防災に関する家族会議。
より積極的な取り組みを市民に促す
必要があると考えるが所見を伺う。
　市長　市では、例年の総合防災訓
練で各家庭でのシェイクアウトと避
難所や集合場所の確認を呼び掛けて
いる。引き続き家族間での防災に関
する呼び掛けを推進してまいりたい。

た。どのような法律で特徴があるの
か、市の基本認識を伺う。
　市長　この法律は、困難な問題を
抱える女性が安心し、自立して暮ら
せる社会の実現に寄与すると考える。
現時点では、国の具体的な基本方針
が示されていないため、今後の動向
に注視し、情報収集に努める。

市街地再開発事業について

▲福生市西口地区市街地再開発事業完成イメージ図

　質問　権利変換という仕組みで進
められるが、本市が事業地内に所有
する資産の権利の扱いについて伺う。
　市長　従前の土地、建物の権利を、
整備後の建築物の一部や土地の権利
に置き換えることを権利変換という。
市民の財産である本市の所有する物
件については、公正に取り扱われる

よう準備組合及び設立後の再開発組
合と協議を進める。
　質問　この再開発事業全体に係る
本市の負担について伺う。
　市長　イニシャルコストでは公共
公益施設の取得額や整備する道路、
公園等の整備費、公共施設管理者負
担金が、ランニングコストでは公共

公益施設の指定管理委託料のほか土
地の借り上げ料もかかってくる。双
方のコストについては準備組合や再
開発組合及び関係者との協議の中で
決めていくが、コストが適正となる
よう、精査、協議に努め、補助金や
地方債、基金等を活用し、市の財政
的な負担抑制に努めていく。
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